
 

 

 

 

 

 

 

 

市町村ゼミナールの概要 

－令和4年度（第50次）活動実績－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般社団法人 地域問題研究所



 

 

 

 

 

 

行政関係者向け研修プログラム「市町村ゼミナール」の概要 

＜テーマ・内容＞ 

地域の活性化策、環境、福祉、教育、文化、産業、情報、行政改革、人材開発等の地域が抱える

あらゆる問題からテーマを設定しています。 

 

＜開催日時・回数＞  

令和4年度は、2022年4月～2023年3月の期間、毎月１回、計12回実施。 

原則として平日の13時半から16時半の３時間で開催 

＜開催方法＞ 

会場（愛知県名古屋市内）での開催とともに、リアルタイムのオンライン配信も行っています。

いずれかお好きな方法で参加可能です。オンライン参加からも講師への質問は可能です。 

＜会 費＞ 年間一口 ￥70,000円 （一部の自治体は複数口） 

 

市町村ゼミナールの『５つのおススメポイント』 

 

ポイント１ 一歩先の行政課題に対応した幅広い研修テーマ 
地域に根差したコンサルティング業務を通じて、社会・経済環境の変化や、地域社会

のニーズ、行政の課題などを的確に把握し、これから現場に求められる情報やノウハ

ウを提供。 
 

ポイント２ 第一線で活躍する優れた講師陣 
50 年の地域づくりの実践を通じて培った豊富なネットワークを生かし、各分野の研

究者や実践者など、全国で活躍するスペシャリストを講師として招聘します。 
 

ポイント３ 「理論」と「実践モデル」の両面からの深い学び 
様々な分野の専門家による講演（理論）とともに、先進的に取り組んでいる全国の自

治体等の担当者による事例報告（実践モデル）も行う、現場に役立つ実践的なセミナ

ーです。 
 

ポイント４ 会場とオンラインのハイブリッド形式で開催 
会場で講師の生の声をライブで聞く会場参加と、職場など好きな場所から気軽に受講

できるオンライン参加、どちらでもお好きな方法でご参加頂くことが可能です。遠隔

地からの受講も可能です。感染症予防対策の観点からも、安全安心に受講して頂くこ

とが可能です。 
 

ポイント５ 安価な年会費で多数職員の研修が可能 
会員自治体の職員であれば、どなたでも参加できます。年間 12回の講座について、各

回の受講人数及び受講者に制限はございません。テーマに応じて興味関心をお持ちの

職員の方々に、研修も兼ねた幅広いセクションからご自由にご参加頂けます。 

優れた講師による最先端の「理論」 先進自治体の「実践モデル」 × 
まちづくりの現場で役立つノウハウが身につく！ 



 

 

■ 開講講座 

テーマ：『官民共創による都市経営』 

                          日時：2022年5月16日（月） 

                      会場：名古屋栄ビルディング 特別会議室 

 

■講 師：前つくば市副市長  毛塚 幹人 氏 

つくば市では、行政の無謬性からの脱却が必要と考え、実証実験の一事例目を獲って無償での実証実

施を受け入れてきた他、全国から公募して新技術の社会実装に向けたトライアル（実証実験）を支援す

る事業、市民のアイデアを政策につなげるアイデアソンの開催、研究者と学校教育をつなげる科学教育

プログラムなど、地域の課題解決に向けた共創を推進してきました。また、電子申請で＜行かない窓口

＞、届出のデジタル化で＜書かない窓口＞、混雑回避で＜待たない窓口＞、AI チャットボットによる

365日24時間質問対応などのDXを推進しています。 

「小さな改革の積み重ねこそが行政の在り方を大きく前進させる」という思いを軸に、ゆるやかなつ

ながりづくり、「自分事」として事業者や市民に考えて実行する士気を高める人財活用、地元の企業・

大学・研究所などを巻き込む実証実験、他市からのベンチャーキャピタルなどの導入による関係企業・

関係人口による活性化など、「100日プラン」を立ててスピーディな実行を進めてきました。  

  

 
 

 

 

 

 
 
 
 
 



 

 

 

■ 第２講 

総合テーマ：『SDG ｓのローカル指標のモニタリングとオープンガバナンス～地域での

SDGｓの実装に向けて、自治体はどう変わるか～』 

日時：２０２２年６月９日（木） 

会場：名古屋栄ビルディング 特別会議室 

 

■講 師：法政大学デザイン工学部建築学科 川久保 俊 氏 

■テーマ：『SDGｓのローカル指標のモニタリングとオープンガバナンス』 

SDGsは、具体的な取組手順は規定されていないため、 取組・達成状況のフォローアップ＆レビ

ューが重視されます。具体的には、、優先８課題又はSDGsにおける１７ゴールのうち、どの優先課

題目標に貢献するものであるかを明記するとともに、進捗状況を測る指標と期限を掲げ、 指標に基づ

いて取組を定期的にレビューする方法があります。 

指標の活用は、将来に向けた行動変容につなげることに意義あり、そのためには国連が定めたグ

ローバル指標だけではなく、自治体の課題に即したローカル指標を活用することが有効であることか

ら、ローカルSDGsを提唱しています。ローカル指標には、全国自治体の共通指標として約200の

指標をリスト化し、そのデータや計算式を「Local SDGs Platform」で公開しています。このプラ

ットフォームを活用して計画策定や具体的な取組みを検討することができます。 

 

 
 

■講 師：蒲郡市企画部企画政策課サーキュラーシティ推進室 杉浦 太律 氏 

■テーマ：『蒲郡市におけるローカルSDGｓの推進とサーキュラーエコノミーの取組み』 

蒲郡市では、第５次蒲郡市総合計画を踏まえ、SDGｓのターゲットごとに独自指標を定めて取り

組みました。SDGsの推進に向けて、独自のローカル指標を設定するとともに、市民や高校生とのワ

ークショップをもとにSDGs啓発用のリーフレット「サステナブルな未来のがまごおり」や「がまご

おりおりじなるSDGｓすごろく」を作成するなどの取組を進めています。 

また、2021年11月にサーキュラーシティを目指すことを表明し、経済・環境・社会を統合的

に成長させて循環経済を作りだし、「誰もが身体的、精神的、社会的な健康と幸福（ウェルビーイング）

を実感できるまち」の実現を目指しています。 

   



 

 

■ 第３講 

総合テーマ：『eスポーツの可能性を活かした地域活性化 

～交流・健康・教育・DX推進～』 

日時：2022年７月1５日（金） 

会場：名古屋栄ビルディング 特別会議室 

 

■講 師：中央大学国際情報学部兼任講師・東京都eスポーツ連合会長・    

ｅスポーツコミュニケーションズ株式会社取締役会長 筧 誠一郎 氏 

■テーマ：『eスポーツの可能性を活かした地域活性化～交流・健康・教育・DX推進～』 

日本のeスポーツ市場規模は年々伸びています。2018年は、前年比13倍の48.3億円となり、

eスポーツ元年と呼ばれました。2020年には、新型コロナウイルスの影響もあってか、前年比109％

の66.8億円と大きく増加しました。日本のeスポーツの伸びを支えている主な要素は、企業スポン

サーからの収入によるもので、いくつもの大手企業も参入しており、幅広い分野で地域の活性化に貢

献するなど、産官民連携の取組が進んでいます。 

多くの企業スポンサーによって支えられて世界及び日本のeスポーツ市場が急速に拡大しているこ

と、e スポーツは交流・健康・教育・福祉などの様々な面での効果が期待できることから、e スポー

ツを活用した地域活性化の取組が各地で広がっています。          

 

 

■講 師： 熊本県美里町企画情報課政策企画係 石原 恵 氏 

■テーマ：『ｅスポーツでいい里づくり事業』 

熊本県美里町では、ｅスポーツを活用した子どもを対象としたプログラミング授業、高齢者向けの

介護予防事業及び世代間交流など、ｅスポーツでいい里づくりプロジェクトの取組を行っています。

美里町の少子高齢化の課題解決に向けて、①健康で生きがいのある暮らしづくり、②特色ある教育環

境づくり、③世代間交流による支え合いの地域づくりを三本柱として、高齢者の介護予防や若者の ICT

教育などの先進的な実践を行ってきました。e スポーツによって、運動機能・認知機能の向上、若年

層を対象としたプログラミング教育、ICT推進に取り組むとともに、ゲームや介護関連企業による企

業版ふるさと納税や企業とのプロジェクトの共同実施を実現してきました。                          

 



 

 

 

■ 第４講 

総合テーマ：『市町村における災害情報とリスクコミュニケーションのあり方     

～災害報道の問題点～』 

日時：2022年８月１日（月） 

会場：名古屋栄ビルディング 特別会議室 

■講 師： 江戸川大学メディアコミュニケーション学部 教授 隈本 邦彦 氏 

■テーマ：『市町村における災害情報とリスクコミュニケーションのあり方～災害報道の問

題点～』 

防災分野および医療分野における科学コミュニケーションの研究と実践、特に科学コミュニケーシ

ョンの担い手である科学ジャーナリズムのあり方について分析研究をしています。大災害時などでテ

レビ、新聞、雑誌などのマス・メディアが伝えるもの、逆に伝えないものなどメディアの問題点を認

識し、本当に教訓にしなくてはならないことをどのように伝えるかが大切です。今後30年以内に南

海トラフ巨大地震が起こると言われており、地方自治体でのリスク教育やリスクコミュニケーション

のあり方と方策が問われています。メディアリテラシーを知って情報感度を日頃からあげておくこと

で、災害の際の判断や行動にも大いに役立ち、一人でも多くの命が救われます。 

 

■講 師： 幸田町総務部防災安全課安全対策グループ 主幹 小川 真護 氏 

幸田町安全テラスセンター２４ 伊野 篤人 氏・高橋 亨 氏 

■テーマ：『幸田町安全テラスセンター２４の取り組み』 

幸田町では、大規模災害から24時間まちの安全安心を見守る体制づくりのために「幸田町安全テ

ラスセンター24」を設置しました。ここでは、「災害に強いひとづくり」を目指し、「防災を学び・

実践し続ける道場」として、防災対策の啓発・普及活動とともに、個人や家庭、地域の自主防災組織

ならびに役場等が、災害時にすぐに正しく活動できるようになることを目指して取り組んでいます。 

人づくりの方法として、「種を集め、土を耕し、種をまき、木を育て、実がなり、森になる。」とい

う考え方のもと、子どもを通じて大人の意識を変えることを狙って学校を巻き込んだ研修や体験事業

を実施するとともに、若い世代や子育て世代にアプローチした防災学習や研修を実施することで、テ

ラスサポーター（協力者）の確保や要支援者の避難方法の確立をめざしています。                                   

 
小川氏（右から2人目）・高橋氏（一番左）・伊野氏（一番右）



 

 

  

■ 第５講 

総合テーマ：『地域課題の橋渡し役となる図書館の新たな可能性』 

日時：2022年9月2日（金） 

 会場：名古屋商工会議所ビル第５会議室 

■講 師：文筆家 猪谷 千香 氏 

■テーマ：『地域課題の橋渡し役となる図書館の新たな可能性』 

近年、住民の情報アクセスやコミュニケーションの拠点として、図書館を活用しようという動きが

全国各地で出てきています。「武蔵野プレイス」や「ぎふメディアコスモス」など、カフェの併設や有

名な建築家の設計により、芸術的で多様な人々が気軽に利用しやすい図書館が話題になることも増え

てきており、図書館への注目度が年々高まっています。 

本の貸し出しにとどまらず、ビジネス支援や地域の様々な関係機関・専門家の紹介や資料の使い方

を教えてもらえる、といったサービスを行っている図書館、イベントを仕掛けてコミュニティの場に

なっている図書館もあります。新たな住民サービスを提供する「つながる図書館」は、地域活性化の

ための集客施設として多種多様な形が生まれています。    

 
 

■講 師：名古屋市志段味図書館 館長 藤坂 康司 氏 

■テーマ：『地域のつながりの拠点としての名古屋市志段味図書館』 

名古屋市守山区の志段味図書館は、2013年4月から指定管理者制度を導入し、株式会社図書館

流通センターが運営しています。志段味図書館は、地域包括支援センター、学校、地域の図書館利用

者や障害者支援団体などと協働して、「みんなのがん教室」「ディスレクシア（学習障害）相談会」「マ

タニティヨガ教室」「手話のおはなし会」など様々な取組みを行っています。図書館は、多世代の人が

利用しており、様々な人と交流できるメリットがあります。こうした図書館が担うことができる役割、

求められているニーズに合わせて、地域とつながる工夫をしています。志段味図書館は、地域の多彩

な「才能」、さらに地域を越えた「才能」とつながる場であり続けたいと思います。                            

 



 

 

 

■ 第６講 

総合テーマ：『観光DX～観光サービスの変革と新たな観光需要の創出』 

日時：2022年１０月５日（水） 

会場：名古屋栄ビルディング 特別会議室 

 

■講 師：観光庁観光地域振興部観光資源課新コンテンツ開発推進室 福井 詩織 氏 

■テーマ：『新たなモビリティサービスを地方部でどうデザインするか』 

デジタル技術の利用や ICT の導入により、地域内、地域間、事業者間のデータやシステムの連携、

オンライン配信技術等を活用した新たなコミュニケーション戦略による来訪需要の創出、XR や５ G

等を活用した魅力的な体験型コンテンツ造成による体験価値の向上などを図ることにより、旅行者に対

する消費機会の拡大や旅行者の消費単価の向上が期待されます。 

観光DXは、観光関連事業者がそれぞれ個別に推進するだけではなく、地域DMOや自治体、事業者

等が連携し、地域一体・異業種も視野に入れた観光地のDXを進める取組が必要と考えられます。観光庁

では、DXに向けたはじめの一歩を踏み出せるノウハウを発信しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■講 師：豊岡市役所環境経済部大交流課 川角 洋祐 氏 

■テーマ：『豊岡市の観光DX～地域全体の価値向上をめざすDX基盤の構築～』 

 城崎温泉を中心に、地域全体の宿泊データ等を分析して、個々の施設の経営と地域の観光サービスに活

かすために、地域全体の価値向上をめざすDX基盤の構築に取り組んでいます。城崎温泉では、駅は玄関、

道は廊下、宿は客室、外湯は大浴場、物産店は売店というように、まち全体が一つの大きな温泉宿と捉え

ています。予約機能を持つ外国人向けWEBサイト「Visit Kinosaki」、各施設のサイトやOTAの情報を

分析し、宿泊客数を予測する宿泊データ収集基盤整備や地域内の回遊性を高めて観光消費のアップを図る

地域開発アプリの開発など、DX基盤を展開してきました。重視していることは、まずは地域の今を把握

して将来の受注状況を把握する基盤を整えるということです。 

 



 

 

■講 師：パナソニック コネクト株式会社 現場ソリューションカンパニー 

スマートシティMaaS推進部MaaS推進課 課長 大山 一朗 氏 

■テーマ：『富士五湖エリアでの顔認証と周遊ｅチケットを融合した手ぶら観光の実現』 

富士五湖エリアで、複数の観光施設や交通機関の決済を顔認証でシームレスに利用できる手ぶら観光の

実現によって、観光価値の向上を目指す実証事業を実施しました。ウォークスルー型の顔認証改札・顔認

証決済、ダイナミックプライシング、旅程プランニング、リアルタイム混雑情報表示、レコメンド配信（ク

ーポン配信）など、多様かつ包括的なサービスを提供し、手ぶら観光サービスで回遊性を高め「富士五湖

エリアを遊びつくす」ユーザー体験を提供することを目標にしました。実証内容とKPIの達成状況等の結

果を考察した上で、対象施設の拡大やラストワンマイル強化による回遊性・体験価値向上、新たな利用者

層向けチケット造成、宿泊施設との連携販売など、地域との関係性強化を進めていきたいと考えています。  

 

 

 

 
 

 



 

 

■ 第７講  

総合テーマ：『データ利活用による政策立案～EBPMの実践に必要なデータ活用～』 

日時：2022年11月11日（金） 

会場：名古屋栄ビルディング 特別会議室 

 

■講 師： 筑波大学システム情報系社会工学域 教授 川島 宏一 氏 

■テーマ：『データ利活用による政策立案～EBPMの実践に必要なデータ活用～』 

自治体は、逼迫した財政状況のために、ニーズ変化に柔軟に対応できないという課題があり、その

解決に向けた一つのアプローチとして、自由度が残されている「情報」の価値を引き出すことが考え

られます。また、問題解決に向けて必要な多様な主体による共創を実現するには、データをもとに理

解し合うことが重要になります。 

自治体でも取り組み始めているEBPM（Evidence-based Policy Making、エビデンスに基づく

政策立案）は、政策の企画をその場限りのエピソードに頼るのではなく、政策目的を明確化したうえ

で合理的根拠（エビデンス）に基づいた政策を考えるものです。その手法として関係者と必要なデー

タを共有し、協力関係を構築するワークショップから問題解決につなげていくことが有効であります。 

 

■講 師：神奈川県総務局デジタル戦略本部室デジタル戦略担当課長・ＣＤＯ補佐官  

齊藤 源一郎 氏 

■テーマ：『神奈川県庁のデータ利活用～庁内調整と利活用の工夫～』 

2019年７月に「かながわ ICT・データ利活用推進計画」を策定し、その推進のためにCDO（デ

ータ統括責任者）と、データ利活用方針のほとんどの事業を所管するデータ連携推進グループを設置

し、7つの戦略を定めて計画を推進しています。 

戦略の一つである「幅広いデータの利活用」を推進するために、データ統合連携基盤の構築・活用、

EBPMの推進、データ利活用方針の改訂、データ流通・利活用ルールの整備を進めています。施策・

事業の評価や業務の効率化のために、データ活用の目的の確認→データ収集→クレンジング→分析→

評価の基本サイクルとしており、各部署がこのサイクルを実践するために、データ連携推進グループ

が支援しています。 

 



 

 

■ 第８講  

総合テーマ：『パブリックスペース活用によるエリア再生』 

日時：2022年１１月21日（月） 

会場：名古屋栄ビルディング 特別会議室 

 

■講 師：日本大学理工学部建築学科助教・一般社団法人ソトノバ共同代表理事・ 

一般社団法人エリアマネジメントラボ共同代表理事 泉山 塁威 氏 

■テーマ：『パブリックスペース活用によるエリア再生』 

 パブリックライフは、都市でくつろぐ日常の場所とライフスタイルのことで、パブリックスペース

の活用においてキーワードになります。物的な空間に、椅子やテーブルなどの人が留まる「場」と、

多様な活動を行う「人」でつくられるもので、にぎわいをつくることではありません。また、ウォー

カブルシティは、通行だけではなく、人が滞在して多様な活動を繰り広げる場としての機能をストリ

ートに備えて、居心地が良くなる歩きたくなりまちを目指すものです。こうしたパブリックスペース

を人々の思い入れのある場「PLACE」にするプレイスメイキングの実施実験が各地で展開され、そ

の重要性が高まっています。プレイスメイキングは、ワークショップや関係者の中からキーマンを発

掘することが大事になります。 

 

■講 師：岡崎市都市政策部都市施設課 QURUWA戦略係 係長 中川 健太 氏 

■テーマ：『QURUWA と、PUBLIC LIFE －あなたはQURUWAと、何する？ー』 

 岡崎市では、中心部のエリアを再生する都市戦略「QURUWA戦略」を推進しています。その戦略

で位置付けられた籠田公園では、地元住民や民間事業者による活用を見据えた設計/整備のプロセスの

中で、周辺の７つの自治会と連携して地域の人々の「実現したい」が具現化しやすい環境をつくって

います。その結果、籠田公園は、多様な世代が集う公園になっているとともに、籠田公園周辺の空き

店舗が地区内外の人々によって活用されるようになっています。さらに、ウォーカブルな空間づくり

の一つとして、乙川河川緑地の中に橋上広場を新たに作り、イベントの開催により人々が集まる場所

になっています。行政はやる気がある職員が牽引することで進むこともありますが、それを後任職員

に引き継ぎ、組織としてやっていけるようになることが課題です。  

 

泉山氏（中央）、中川氏（右） 



 

 

■ 第９講  

総合テーマ：『スポーツを通じた持続可能な地域づくりに向けた戦略』 

日時：2022年12月９日（金） 

会場：名古屋栄ビルディング 特別会議室 
 

■講 師：大阪体育大学 学長 原田 宗彦 氏 

■テーマ：『スポーツを通じた持続可能な地域づくりに向けた戦略』 

 愛知県では、2026年のアジア競技大会に向けて、スポーツまちづくりが盛んになっており、新た

に「スポーツ振興計画」を策定する自治体も増えています。スポーツを通じて地域の諸課題を解決し、

持続可能な地域づくりを進めていくための戦略や効果的な施策立案が求められています。スポーツを

活かした持続的なまちづくりを目指すには、地域の人材育成や環境整備等の取り組みと、自然や文化

など地域資源を最大活用した地域外からの誘客を同時展開する戦略的なマネジメントが必要です。ス

ポーツ×文化×観光の可能性、つまりスポーツツーリズムを成功させる鍵は、実施主体となる地域ス

ポーツコミッションによるところが大きく、各地域で設置が進んでいます。今後は、地域スポーツコ

ミッションの質の向上と人材の育成が課題です。 

 
 

■講 師：一般社団法人さいたまスポーツコミッション代表理事（会長）・ 

前さいたま市副市長 遠藤 秀一 氏 

■テーマ：『一般社団法人さいたまスポーツコミッションの取り組み事例』 

  スポーツイベントの誘致と開催支援を通じて観光や交流人口の拡大を図り、スポーツの振興と地

域経済の活性化を目的として平成２３年１０月に設立された団体です。スポーツイベントの誘致プ

ロ―モーターと受け入れてコーディネーターとして、スポーツ観光振興の推進エンジンの役割を担

っています。地域スポーツ振興のための公益事業を行政から受託するとともに、スポーツイベント

の開催・受託や施設運営の収益で自立運営を目指しています。１０か年のロードマップに基づいて、

シニア層や女性層、ジュニア・ユース層をターゲットにスポーツ大会の誘致のほか、マラソン、ウ

ォーキング、サイクリングなどのエコロジカルスポーツの振興を戦略的に取組んでいます。 

  



 

 

■ 第１０講 

総合テーマ：『ヤングケアラーの現状と支援のあり方』 

日時：2023年1月12日（木） 

会場：名古屋栄ビルディング 特別会議室 

■講 師：大阪歯科大学医療保健学部 教授 濱島 淑恵 氏 

■テーマ：『ヤングケアラーの現状と支援のあり方』 

私が2016年に大阪府で実施した調査では、高校生の20人に1人がヤングケアラーであるこ

とが明らかになりました。要介護状態の祖父母や病気の親、おさない兄弟のために、家事や話し相

手など、ほぼ毎日、短時間のケアを担っているケースが多くなっています。問題としては、遅刻や

欠席などの学校生活や精神的・身体的な健康面、友人関係への影響などの問題を抱え、学校へ行け

ないヤングケアラーは多くみられます。基準がわかりにくいと言われてきましたが、今後「お手伝

い」と「ケアラー」の違いについて理解が進み、ヤングケアラーに気づき、ケアの負担軽減の支援

やヤングケアラーが学校生活を送り、自分の人生を歩めるような支援が求められます。ヤングケア

ラーは複合的な問題を抱えるケースが多く、教育と医療、福祉など、多職種連携の場など関係機関・

団体による支援のネットワークづくりが重要です。 

 

 

■講 師：神戸市こども・若者ケアラー相談・支援担当課長 上田 智也 氏 

■テーマ：『神戸市におけるこども・若者ケアラーに関する取り組みについて』 

  ヤングケアラーにとって、ワンストップで支援につながるところが必要です。ヤングケアラーの支

援には福祉の領域内だけではなく、教育と福祉の連携を担うヤングケアラー支援の拠点・窓口の設置

が求められています。神戸市では、子ども部局や教育委員会ではなく、福祉部局で取り組んで、情報

共有することで解決に結びつけてきました。また、身近な人々への理解の促進を図るための学校・福

祉・児童関係者への研修、当事者同士の交流・情報交換ができる場づくりを進めています。ケアが始

まる初期の段階の方が変化や外部サービスの受入れが容易であるため、予防的支援が重要になります。

本人が自分で認識するのが難しいと指摘されていますが、第三者が気づく「様子」や「状況」があり、

少しでも早く発見し、支援することが必要です。 

 



 

 

■ 第１１講  

総合テーマ：『行動経済学を応用した地域の政策づくり～行動変容を促すナッジとは～』 

日時：2023年2月8日（水） 

名古屋栄ビルディング 特別会議室 

 

■講 師：大阪大学感染症総合教育研究拠点・特任教授 大竹 文雄 氏 

 

ナッジ理論は、近年アメリカで生まれた行動経済学の理論であり、様々な企業や公共政策

などで使われるようになりました。「人々が強制的にではなく、よりよい選択を自発的に取

れるようにする方法」を生み出すための理論で、2017 年にノーベル経済学賞を受賞した

リチャード・セイラー教授によって提唱されました。 

ナッジ理論は、企業だけでなく地方自治体でもマネジメントに役立ち、パフォーマンスを上げ

て行動するために大変役に立ちます。仕組みは理解できても、すぐにナッジ理論を理解しそれ

ぞれの現場で実践するのは難しいかもしれませんが、例えば納税や福祉などの様々な社会課題

の解決のために市民の意識を変えることで、協力体制が作りやすくなり業務がスムーズに遂行できる

こともあります。 

実務者や研究者としてナッジを活用するメンバーが厳選した事例を掲載したサイト（自治体ナッジ

シェア）をつくっています。このサイトを活用して、皆さんがナッジを学び、実践していただければ

と思います。また、皆さんの実践情報が集まれば、より有益なサイトになります。 

  

 

 

 



 

 

 

■ 第１２講 

総合テーマ：『トップが語る茨城県境町の革新的な地方創生の取組』 

日時：2023年3月28日（火） 

会場：名古屋栄ビルディング 特別会議室 

 

■講 師： 茨城県境町長 橋本 正裕 氏 

 

境町は、財政再建、人口増加政策、ひとの創生を柱に取り組みを進めています。私が町長に就任し

た当時は、実施公債比率や将来負担率が北関東ワースト１位の状況でした。普通の自治体が取り組む

財政再建策は歳出削減ですが、境町は収入を増やすことに重点を置き、ふるさと納税の拡大、太陽光

発電事業、補助金の新規獲得で財源確保を図りました。 

人口増加政策の中の子育て支援策として、英語教育に力を入れ、先進英語教育の無料実施、英検受

験料無料により、小学校卒業時に英検３級、中学校卒業時に英検２級レベルの英語力を身に付けるこ

とを目指しています。また、建築家の隈研吾氏設計の建物が町内に６施設あるほか、地域ブランド販

売施設やカフェ、アーバンスポーツ施設や人工サーフィン施設、定住促進住宅や子育て施設などを積

極的に整備し、にぎわいを見せています。こうした施設は、補助金を活用するとともに、利用料など

で稼げる仕組みを導入し、維持管理費ゼロの境町モデルを実現しました。 

住民や議会に情報を積極的に公開して説明責任を果たすことで、スムーズな意思決定が可能となっ

ています。また、外部人材を積極的に活用することで、職員の負担を大幅に増やすことなく、多数の

事業をスピーディに実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

特別会員（市町村ゼミナール参加自治体） 

 

愛知県 愛知県、名古屋市、豊橋市、岡崎市、一宮市、瀬戸市、半田市、春日井市、 

豊川市、津島市、刈谷市、豊田市、安城市、西尾市、蒲郡市、犬山市、常滑市、 

江南市、小牧市、稲沢市、新城市、東海市、大府市、知多市、尾張旭市、岩倉

市、豊明市、日進市、田原市、愛西市、清須市、北名古屋市、弥富市、みよし

市、長久手市、東郷町、豊山町、大口町、扶桑町、蟹江町、飛島村、阿久比町、

東浦町、美浜町、幸田町、設楽町、東栄町 

岐阜県 関市、美濃加茂市、恵那市、可児市 

三重県 四日市市、亀山市、川越町 

長野県 豊丘村 

静岡県 浜松市 

栃木県 真岡市 

埼玉県 上尾市 

長崎県 平戸市 

令和4年度に特別会員として参加いただいた自治体 
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